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1 ．研究の背景：日本の高等教育におけるグロー
バル人材育成と東北大学における取組み
変化の激しいグローバル社会に対応できる人材の育
成の重要性が世界的に認識され，日本においても文部
科学省が2012～2016年に実施した「経済社会の発展を
牽引するグローバル人材育成支援」などに見られるよ
うに，グローバル社会で活躍できる人材を育成するこ
とが急務であると認識されて久しい． 
「グローバル人材」の定義は様々であり、合意され
た定義や指標は見当たらない（谷口他 2010，中本
2012）．文部科学省（2011）は，グローバル人材育成
推進会議の中で，グローバル人材として求められる要
素として， 1）語学・コミュニケーション力， 2）主
体性・積極性，チャレンジ精神，協調性・柔軟性，責
任感・使命感， 3）異文化に対する理解と日本人とし
てのアイデンティティーを挙げている．加えて，グロー
バル社会に限らず，社会で中核を支える人材に共通す
る素養として，幅広い教養と深い専門性，課題発見・
解決能力，チームワークとリーダーシップ，公共性・
倫理観，メディア・リテラシー等を挙げている．2012
年より開始した「経済社会の発展を牽引するグローバ
ル人材育成支援」に採択された各大学の構想調書（文
部科学省 2012）をみると，語学力，異文化理解，チャ
レンジ精神など類似する項目が多いものの，表現や項
目は各大学で多少異なっている．文部科学省（2011）
の定義等を参照しつつ，各大学の構想や状況に照らし
合わせてグローバル人材に求められる力を定義してい
ることが推察される（富田 2017）．また，各大学にお
いてグローバル人材育成に関する様々な取組みが行わ
れていると推察されるものの，グローバル人材育成に
有効とされる明確な実践方法は確立されていないのが
現状である． 
東北大学では前述の「経済社会の発展を牽引するグ
ローバル人材育成支援」およびその後継の「スーパー
グローバル大学創成支援事業」に採択され，2013年度
より東北大学グローバルリーダー育成プログラム（以
下，TGLプログラム）を実施している．TGLプログ
ラムでは，専門基礎力に加えて，語学・コミュニケー
ション力，国際教養力，行動力を養成する授業や課外
活動，および海外研鑽を積み，語学スコアを含む所定
の要件を満たすことでグローバルリーダーとして認定
しており，年間約数十人のグローバルリーダーを輩出
【研究ノート】
国際課題・途上国問題に関する学習活動の 
グローバル人材育成への有用性の検討
―国際協力機構および東北大学のプログラムの事例から―
富田真紀 1）＊
1 ）東北大学高度教養教育・学生支援機構 グローバルラーニングセンター
＊）連絡先：〒980－8576　仙台市青葉区川内41　東北大学高度教養教育・学生支援機構　maki.tomita@m.tohoku.ac.jp
本研究は，国際協力機構のフィールドスタディープログラム（東南アジアの途上国，以下，FSプログラム），東北
大学のスタディーアブロードプログラム（欧米諸国，以下，SAPプログラム）およびグローバルゼミを事例に，国
際課題や途上国問題に関する学習活動のグローバルコンピテンシー向上への有用性を検証している．FSプログラム
とSAPプログラムはどちらも短期海外派遣プログラムであるが，FSプログラム参加者はSAPプログラム参加者より
参加後の「社会の一員としての自覚・責任感」が高いことが分かった．加えて，東北大学の海外派遣プログラム（SAP
プログラム）と学内の授業（グローバルゼミ）を比較した結果，グローバルゼミ履修者の方がSAPプログラム参加
者よりも履修後（参加後）の「社会の一員としての自覚・責任感」が高いことが確認された．この結果，グローバル
コンピテンシーは，その内容によっては，単に海外経験を積むことよりも，国内外問わず国際課題に向き合い，解決
策を考える過程がコンピテンシーの醸成に重要なのではないかということが示唆された．
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している（東北大学 N.D.）．同プログラムは全学部学
生を対象としているという長所がある一方，質の高い
グローバルリーダーを一定数以上輩出することが課題
となってきた．2016年度よりグローバルリーダーに認
定されるための必修授業「グローバルゼミ」を立ち上
げるなど制度改革・プログラム改善に取り組んできた
ものの，より質の高いグローバルリーダーを一定数以
上安定的に輩出するためのメカニズムの構築が求めら
れている（富田 2017）．
2 ．持続可能な開発目標とグローバル人材育成
グローバル人材育成の研究は「国際教育」の中で扱
われることが多い．その際，長・短期海外留学，アク
ティブラーニング，プロジェクトベーストラーニング
（PBL），留学生との共修等，方法論やアプローチにつ
いて活発な議論をされることは多いものの，具体的に
何を教えるべきかというコンテンツについての議論は
あまり多くない．方法論とともに重要なのは，それら
の方法論を用いて何を学ばせるかというコンテンツ
（テーマ・イシュー）ではないだろうか．
2012年 にUnited Nations Secretary-General Global 
Initiative on Educationが立ち上がり（United Nations 
N.D.），2013年にユネスコにおいて具体的にグローバ
ル市民教育について協議されて以降，ユネスコは国際
的な諸問題に向き合い，その解決にむけて地域レベル
及び国際レベルで積極的な役割を担うようにすること
で，平和的で寛容な，包括的，安全で持続可能な世界
の構築に率先して貢献することを目指すグローバル市
民教育（Global Citizenship Education）の重要性を提
唱してきた（文部科学省 日本ユネスコ国内委員会 N. 
D.）．さらに，2015年 9 月，ニューヨーク国連本部に
おいて161の加盟国の首脳の参加のもと，「国連持続可
能な開発サミット」が開催され，その成果文書として
193の国連加盟国の合意により「我々の世界を変革す
る：持続可能な開発のための2030アジェンダ」（SDGs）
が採択された（国連広報センター N.D.）．当然ながら，
日本もその目標達成に向けて努力することを約束して
いる．SDGsには17の開発目標があり，その 4番目が
教育に関する目標となっており、さらにその 7項目に
持続可能な開発のためにグローバル市民教育を促進す
ることが挙げられている（SDG 4.7）1）．
2015年までのミレニアム開発目標（MDGs）から
2016年に持続可能な開発目標（SDGs）へ移行したこと
で，先進国も含めて国際課題について取り組むという
色合いが濃くなり近年ユネスコを中心にグローバル市
民教育について活発に研究・報告されている．日本に
おいても，Educators' Summit for SDGs 4.7（Educators' 
Summit for SDGs 4.7 実行委員会 2017）などに見られ
るように，SDGsの枠組みの中でグローバル市民教育
を捉える取組みが増えている．
こうした動きと重なるように，日本を含め，世界50
か国以上が参加する15歳を対象にした国際学力試験
PISA2018年版ではグローバルコンピテンシーについ
ての調査が実施されることが決まっている．OECD
（2016）のウェブサイト上に公開されているPISA2018
のグローバルコンピテンシーに関する質問項目例をみ
ると，貧困，飢餓，開発と経済成長，人権，難民・移
民，環境，エネルギー，フェアトレードなど，国際開
発・課題に関する知識や意識を問う項目を含み，グロー
バル市民として国際課題や途上国の問題を理解するこ
との重要性が世界的に認識されていることがわかる．
このような世界的潮流を踏まえ，グローバル人材育
成においてどのようなコンテンツを扱うべきか考える
とき，SDGsと絡めたコンテンツを取り込むことが有
効な実践といえるのではないか．つまり，グローバル
人材育成のための教養教育の一環として，国際課題や
途上国の現状を学び，広い視野と教養を醸成すること
は有効な方法と考えられるのではないか．国際課題や
途上国の現状と向き合うことを通し，国際関係，外交，
ドナー（先進国）関係，異文化理解，異文化間協働，
BOPビジネス，マイクロファイナンス，教育，人権，
倫理，環境問題，保健･衛生，感染症，生態系，紛争
などグローバル社会が2030年までに達成を目指す
SDGsに係る多岐にわたる分野を学ぶことが可能であ
り，グローバル人材育成における教養教育と位置付け
ることは理に適う．
それでは，国際課題や途上国の現状に関する学習活
動は，グローバルコンピテンシーを向上させる上でど
の程度効果的なのであろうかという「問い」が生じる．
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3 ．グローバル人材育成における留学の意義と
異文化体験に影響を与える10の要因
グローバル人材育成を考える時，そのプログラムの
内容，目的，期間によって効果が異なるため，より効
果的な留学を体験すべきという意見はあっても，『留
学交流』2017年 5 月号の新見ら（2017）の報告をはじ
め，留学の効果に関する様々な研究がおこなわれてい
ることから考えても，留学経験自体の重要性が疑われ
ることはないだろう．日本政府もその重要性を認識し，
日本学生支援機構（JASSO）において留学奨学金の
給付に力を入れるほか，民間企業との連携により「ト
ビタテ留学Japan」を構築するなど，送り出す留学生
数を増やす努力をしてきた．日本学生支援機構（2006-
2017）の「協定等に基づく日本人学生留学状況調査」
によると，協定に基づく，および基づかない日本人留
学生数の総数は2009年から特に伸び始め，2015年には
2.3～2.4倍に増えており，その中でも，特に短期の留
学者数が急激に増えていることがわかる（深堀 
2017）．一方で，ある一時点での留学者数を示す国際
機関の統計データでは，留学者数が減少傾向にあると
いう報告（太田2014）があるように，近年，学生の内
向き志向が指摘され，学内での国際化の促進（内なる
国際化）が重要視されているのもまた事実である．つ
まり，グローバル人材育成を考える上で，留学の重要
性は理解しつつも，留学だけに頼ることなく学内での
国際化に係る学習活動が重要であるといえる．
留学で得られるものの一つに異文化体験・異文化理
解があると考えられる．留学先を先進国でなく途上国
にすることはグローバルコンピテンシーを醸成する上
でどのような効果をもたらすのであろうか．Paige
（1993）は異文化体験に影響を与える10の要因
（Intensity Factors）を挙げている．この中には，①
自文化との違いの大きさと否定的な捉え方，②自文化
中心主義と自文化優位性の認識，③異文化下での統制
力のなさ，④異文化に浸かる度合い，⑤自文化からの
隔離度合いなどがある．一般的に，途上国では先進国
よりもインフラ整備状況が悪いことから（国際協力機
構 2004），Paigeの言う①（生活の便利さ，快適さの
欠落から）対象となる文化を否定的にとらえ，②自文
化を優れているととらえる，③自分の思うように生活
できない，④（他に選択肢がないため）その場の環境
に合わせる（浸かる）しかない，⑤自文化との接点を
持ちにくい（例えば，通信環境が良ければ常に自らの
コミュニティと繋がることができるが悪いとそれがで
きない）という異文化体験をしやすく，障壁の高い環
境に置かれることが多い．つまり，途上国では適応せ
ざる負えない状況下に置かれることで自ら課題を発見
し，限られた条件下で最適な解決策を模索する経験が
結果的に柔軟性や精神的タフネス等を育み，異文化理
解に留まらず，コミュニケーション力や積極性，課題
解決力など，その他のグローバルコンピテンシーも醸
成するのではないかと考えられる．
4 ．本研究の方法
4．1　研究の目的
グローバルコンピテンシーを高める上で留学の重要
性は広く認識されており，近年の留学者数、特に短期
留学者数は増加傾向にあること，更に，近年内なる国
際化を促進させていくという高等教育の潮流があるこ
とを踏まえ，本研究はグローバルコンピテンシーを醸
成するためにどのような学習活動が効果的であるか，
以下の方法によって検証することを目的とする．
1．国際協力機構のフィールドスタディープログラム
（以下，FSプログラム）参加者と東北大学のスタ
ディーアブロードプログラム（以下，SAPプログ
ラム）参加者の参加後のグローバルコンピテンシー
および行動や価値観・考え方の比較
2．東北大学のSAPプログラム参加者と東北大学の
グローバルゼミ履修者の参加（履修）後のグローバ
ルコンピテンシーおよび行動や価値観・考え方の比
較
4．2　対象プログラム・科目の概要
1 ．FSプログラム
2017年 2 月中旬から 3月上旬までの 2週間のプログ
ラムである．カンボジアとラオスと 2つのプログラム
があり，カンボジアに20名、ラオス19名が参加した．
参加者は全国各地の大学の 1～ 4年生であった．途上
国の開発現場を見学して現地の人から話を聞いたり，
それを踏まえてディスカッションを行ったりする内容
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となっている．加えて，プログラムの参加前に事前研
修（ 3日），帰国後に事後研修と報告会（ 3日）が実
施されている．
2 ．SAPプログラム
2017年 8 ～ 9 月にかけて，アメリカは 4週間の，
ニュージーランドは 5週間のプログラムが実施され
た．どちらも英語学習に加えて，現地の学生との交流
や現地の多文化社会について学ぶような内容となって
いる．事前研修が 4回，事後研修および報告会が各 1
回ずつ行われ（研修および報告会は各回 2時間），プ
ログラム参加者には 2単位が付与される．
3 ．グローバルゼミ
TGLプログラムでグローバルリーダーになるため
の必修科目と位置付けており， 2単位が付与される． 
TGLプログラムで養成を目指す語学・コミュニケー
ション力、国際教養力、行動力の向上を目的としてお
り，国際課題や途上国の現状などについて学びながら
自分たちの意見・考えを深めるとともに，そのような
課題や社会を理解した上で自分たちはどのように生
き，どのように社会に貢献していくのかを考えること
を目的とした少人数制（定員20名）のアクティブラー
ニング形式の授業となっている．併せて，授業を通し
て，学生と教員との信頼関係の構築に加え，学生同士
の交流を深め共に刺激しあい学びあう関係を構築して
いくことも目指している．さらに，グローバルゼミ担
当教員は，授業終了後もアカデミックアドバイザーと
して，履修した学生がグローバルリーダーになるまで
指導することで質の高いグローバルリーダーを毎年一
定数以上輩出していく事を想定している．
4．3　研究対象とするプログラム・科目の妥当性
国際協力機構（2016）は，FSプログラムの説明の
冒頭で「JICAが有する開発途上国における知見と事
業の現場はグローバル人材に求められる資質を伸ばす
には最適の場のひとつ」と紹介した上で，「大学生が
途上国の国際協力の現場でフィールド調査演習を行う
ことを通して、国際協力への第一歩を踏み出すきっか
けを得ることやグローバルな視点と問題発見・解決能
力を身につけることを支援する」という目的を述べて
いる．
また，東北大学はTGLプログラムにおいて「海外
研鑽」を一つの柱に挙げており，TGLプログラム開
始以降，SAPプログラムの開発と派遣に力を入れて
きた．TGLプログラム開始前の2012年度は 5プログ
ラムで121名を派遣したのに対し，2016年度には19プ
ログラムで330名を派遣しており，SAPプログラムの
数および派遣者数は大幅に増加している．（表 1参照）
さらに，TGLプログラムでは，海外研鑽のみならず，
学内での取組みを改善するため，2015年度に制度改革
を行い，グローバルリーダーになるための必修科目「グ
ローバルゼミ」を立ち上げた．グローバルゼミは，
TGLプログラムの主軸となる授業と位置づけられて
いる．つまり，FSプログラム，SAPプログラム，グロー
バルゼミは全てグローバル人材育成を念頭に実施され
た取組みといえ，これらのプログラム・科目の参加（履
修）者を本研究の対象としてグローバルコンピテン
シーを比較することは理に適う．
4．4　データ収集
4．4．1　アンケートの作成
TGLプログラムで定義したグローバル人材に必要
な能力に加えて，文部科学省（2011）が定義するグロー
バル人材として求められる要素，Morais & Ogden
（2010） のGlobal Citizenship ScaleやAssociation of 
American Colleges & Universities, ACCU（2009）の
VALUE Rubrics等を含む先行事例を参考に，グロー
バルコンピテンシー測定アンケートを作成した．加え
て，グローバルコンピテンシーに関連あると思われる
日々の行動や本人の価値観・考え方に関する項目も上
記アンケートに含めた．アンケートは，グローバルコ
ンピテンシーの項目として，語学力，コミュニケーショ
ン力，異文化理解・適応力，自文化理解，国際時事へ
表 1　SAPプログラムの派遣推移
2012 2013 2014 2015 2016
プログラム数 5 17 18 18 19
参加者数 121 275 285 297 330
データ：東北大学 高度教養教育・学生支援機構 留学生課
─  263  ─
東北大学 高度教養教育・学生支援機構 紀要第 4 号　2018
の理解・興味，課題解決力，協働力，自己確立，チャ
レンジ精神などの37項目，行動や価値観・考え方に関
しては，外国人との交流，ボランティア活動への参加，
初対面の人への積極的な働きかけ・交流などの21項目，
その他，クラス（プログラム）間ネットワークを問う
質問項目などから構成されている．
コンピテンシーについては保有しているかを「１．
全くもっていない」，「２．あまりもっていない」，「３．
どちらとも言えない」，「４．ある程度もっている」，「５．
非常にもっている」の５段階評価で，行動および価値
観・考え方については同意傾向を「１．全くそう思わ
ない」，「２．あまりそう思わない」，「３．どちらとも言
えない」，「４．そう思う」，「５．非常にそう思う」の５
段階評価で訊いている．
　
4．4．2　アンケート調査の実施
1 ）FSプログラム（カンボジアおよびラオス）参加
者計39名に対し，4．4．1のアンケートフォームの項
目について，参加前の2017年 2 月上旬および帰国後
の2017年 3 月中旬にオンライン調査を実施した．
2）SAPプログラムのうちアメリカ，ニュージーラ
ンドのプログラムに参加者42名に対し，帰国後の
2017年10月に4．4．1のフォームを用いてアンケート
調査（紙面）を実施した．時間の制約上，プログラ
ムの最後に履修開始前とアンケート回答時の状況を
自己評価してもらった．尚，学生には成績評価の対
象とならないことを説明した上で回答してもらった．
3）TGLプログラムの中でグローバルリーダーにな
るための必修科目グローバルゼミの履修者38名に対
し，授業最終回（2017年 7 月）に4．4．1のフォーム
を用いてアンケート調査（紙面）を実施した．時間
の制約上，授業の最後に履修開始前とアンケート回
答時の状況を自己評価してもらった．尚，学生には
成績評価の対象とならないことを説明した上で回答
してもらった．
4．５　分析方法
1 ）FSプログラムおよびSAPプログラム参加者が自
己評価した参加後のグローバルコンピテンシーおよ
び日々の行動や価値観・考え方に差があるかアン
ケートの各項目についてt検定を実施して検証し
た． 
2 ）SAPプログラム参加者およびグローバルゼミ履
修者が自己評価した参加後のグローバルコンピテン
シーおよび日々の行動や価値観・考え方に差がある
かアンケートの各項目についてt検定を実施して検
証した．
尚，FSプログラムについては，プログラムの前後に，
SAPプログラムとグローバルゼミについては授業後
のみ調査を実施しており，聞き方が異なるため，今回
は伸び率や事前のデータは比較対象とせず，事後のコ
ンピテンシーと行動に関する自己評価数値のみを分析
対象とすることとした．
５ ．分析結果
５．1　回答者数
各調査での回答者数は以下のとおりである．
５．2　海外プログラム（FSとSAP）の比較
グローバルコンピテンシーの平均値は，数値として
は 2項目を除いて全てFSプログラム参加者の方が
SAPプログラム参加者より高かったが，FSプログラ
ム参加者の回答者が14名と少なかったため，統計的に
有意差の出るものは少なかった．しかし，そのような
中でも以下の 2項目については，FSプログラム参加
者の方がSAPプログラム参加者より統計的に高かっ
た（表 3参照）．
表 2　アンケート回答者数
実施 活動 詳細 回答者数
JICA
FS
プログラム
カンボジ
ア
9名 （性別　男3, 女6）
　　 （学年1,2,3,4年：2, 1, 3, 3）
ラオス
5名 （性別　男3, 女2）
　　 （学年1,2,3,4年：1, 2, 2, 0）
東北
大学
SAP
プログラム
米国
22名（性別　男14, 女8）
　　 （学年1,2,3,4年：3, 17, 2, 0）
ニュー
ジーラン
ド
20名 （性別　男14, 女6）
　　 （学年1,2,3,4年：12, 8, 0, 0）
通常授業
グローバ
ルゼミ
（ 2クラ
ス分）
38名 （性別　男15, 女23）
　　 （学年1,2,3,4年：36, 2, 0, 0）
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また，行動や価値観・考え方に関する項目について
も，平均値の数値としてはFSプログラムに参加した
学生の方がほぼ全ての項目において高かったが，サン
プル数が少ないため多くの項目は統計的に有意な差は
認められなかった．その中でも，統計的な差が確認で
きたものは，以下の 3項目である（表 4参照）．
尚，国際協力機構のFSプログラム参加者には 4年
生も 3人いた．表 3や表 4の項目は就職活動等を経た
4年生においては高く出る可能性を考慮し，念のため
3年生までの11名のデータだけを用いて同様の分析を
したところ，有意確率の値が若干変わる程度で傾向に
変わりはなかった．
５．3　東北大学のSAPとグローバルゼミの比較
SAPプログラム参加後とグローバルゼミ履修後の
グローバルコンピテンシーの半数以上の項目におい
て，自己評価の結果に統計的な差は見られなかった．
差が見られたものでSAPプログラム参加者の方が高
かった項目は，外国語力に関するものと異文化適応（異
文化間コミュニケーション）に関するものであった．
それに比し，グローバルゼミの学生の方が有意に高く
評価していた項目は多くはないが，以下の 3項目につ
いてSAPプログラム参加者より高く評価しているこ
とが確認できた．
また，行動および価値観・考え方については，「外
国語での議論をする」という項目についてSAPプロ
グラム参加者が高かったが，それ以外については差が
出なかった．
6 ．分析結果からの考察
今回はグローバルコンピテンシーの伸びという点で
の評価は難しかったが，事後という一時点でのグロー
バルコンピテンシーおよび行動や価値観・考え方を比
較した結果，以下のことが確認できた．
1．途上国に行ったFSプログラム参加者の方が先進
国に行ったSAPプログラム参加者よりも「社会の
一員として積極的に社会に参加したいという考え」
や「社会的に弱い立場や困難な状況にある人を積極
的に助けたいという考え」など，社会の一員として
の自覚・責任感が遥かに高い．
2．グローバルゼミの履修者の方が 4～ 5週間アメリ
カ・ニュージーランドで海外研修をしてきた学生よ
りも社会の一員としての自覚・責任感が遥かに高い．
１，２をまとめると，FSプログラム参加者，グロー
バルゼミ履修者ともに，SAPプログラム参加者より
も社会の一員としての自覚・責任感が高いといえる．
１に関しては，FSプログラムの方が短い（SAPの半
分程度の期間）プログラムであるにもかかわらず，ま
た，（FSの）サンプル数が少なく統計的に有意になり
にくいにもかかわらず，社会の一員としての自覚・責
任感が高いという結果である．さらに，２のグローバ
ルゼミについては，①履修者（2017年前期）は 2名を
表 3　FSとSAPの参加者のグローバルコンピテンシー
の平均値に差のあった項目
コンピテンシーの項目 FS SAP t値
社会の一員として積極的に社会に
参加したいという考え
4.4 3.8 2.3*
社会的に弱い立場や困難な状況に
ある人を積極的に助けたいという
考え
4.5 3.9 2.3*
*p<0.05
表 4　FSとSAP参加者の行動および価値観・考え方の
平均値に差があった項目
行動，価値観・考え方 FS SAP t値
発言できる場において、ためらわ
ずに自分の意見を言う
4.0 3.4 2.0*
積極的に慣れない環境に飛び込む 4.4 3.5 3.2**
予想外のことが起きても、 その状
況を楽しむ
4.2 3.6 1.9＋
+p<0.1 , *p<0.05, **p<0.01
表 ５　SAP参加者よりグローバルゼミ履修者の方が
グローバルコンピテンシーの平均値が高かった項目
コンピテンシーの項目
グローバ
ルゼミ
SAP t値
社会の一員として積極的に社会
に参加したいという考え
4.3 3.8 2.9**
社会的に弱い立場や困難な状況
にある人を積極的に助けたいと
いう考え
4.2 3.9 1.8＋
グループに方針や手順を提示す
る力
4.0 3.6 2.7**
+p<0.1, ** p<0.01
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除き 1年生であり，多くの学生はグローバルゼミ履修
後， 1年生の夏から 2年生の終わりまでにSAPプロ
グラム等の海外留学プログラムに参加する，②グロー
バルゼミ履修者には海外に一度も出たことがないとい
う学生も少なからずいた，という状況がある．それに
もかかわらず，グローバルゼミ履修者の方が， 2年生
以上が半数以上（ 1年生15人， 2， 3年生27人）を占
めるSAPプログラム参加者より，社会の一員として
の自覚・責任感が統計的に高いという結果である． 
前述の通り，FSプログラムは途上国の課題や現場
の現状に向き合い解決策を考える内容のものであり，
帰国後の事後研修や最終報告では学んだことを今後ど
う活かしていくかということを考える機会が与えられ
ている．グローバルゼミの中では国際課題・時事につ
いて調べ，それをもとに自らの考えを発表し，ディス
カッションをするという時間をとっている（授業時間：
90分× 3～ 4回分）．また，その上で自分はグローバ
ル社会でどのように活躍するかを考えディスカッショ
ンする時間もとっている．つまり，FSプログラムと
グローバルゼミの共通点は，どちらも国際課題・途上
国の現状に向き合い，解決策を考え，その上で自分の
在り方を考える機会が与えられているということであ
る．これらの結果より，グローバルコンピテンシーの
1つである「社会の一員としての自覚・責任感」の醸
成には，単に海外に行くことよりも，国内外を問わず
に国際課題や途上国の現状と向き合う経験をするこ
と，その社会の現状を受け止めた上での自分の今後の
在り方を考えることが重要であると示唆されたといえ
るだろう．
さらに，FSプログラムとSAPプログラムの参加学
生の行動および価値観・考え方の違いをみると，FS
プログラム参加者の方が「発言できる場において，た
めらわずに自分の意見を言う」，「積極的に慣れない環
境に飛び込む」，「予想外のことが起きても，その状況
を楽しむ」など積極的に自分を表現し，チャレンジ精
神をもって異文化適応していくような項目において高
く評価していることがわかる．これは先行研究に示し
たPaige（1993）の異文化体験に影響を与える10の要
因（Intensity Factors）に関してハードルの高い状況
を乗り越えることで身に付いたと考えられるのではな
いだろうか．
以上より，単に，（短期）留学するかどうかよりも，
国際課題や途上国の現状などといった問題に向き合う
過程で醸成されるグローバルコンピテンシーがあるこ
と，先進国よりも途上国に（短期）留学した方が醸成
されうるグローバルコンピテンシーがあること，どう
教えるかだけでなく何を教えるかが重要であることを
念頭においてグローバル人材育成に取り組む必要があ
ることが推察できる．今回はサンプル数が少ないこと
もあり，他のグローバルコンピテンシーの項目につい
て明確な傾向は確認できなかったが，今後サンプル数
を増やしていくことでより分析を深めていきたい． 
最後に，グローバルゼミ履修者はSAPプログラム
参加者よりも自分の「グループに方針や手順を提示す
る力」についても高く評価していた（表 5参照）．グロー
バルゼミでは，アクティブラーニング形式の授業を
行っており，学生間のグループ活動や課題が非常に多
いため，この成果ともとれるのではないか．実際，ク
ラス（プログラム）メンバー間の交流についての質問
項目「クラス（またはプログラム）のメンバーから刺
激を受け，モチベーションが高まった」においても，
グローバルゼミの学生はSAPプログラム参加者と比
較して有意に高い（グローバルゼミ＝4.9, SAP=4.4,  t
値=3.7**）結果を示していた．
７ ．今後の課題
今回は国際協力機構のFSプログラムと東北大学の
SAPプログラム，グローバルゼミとは前後のデータ
の取得方法が異なっていた．真にプログラムや授業等
のインターベンションの効果を論じるには，到達点に
加えて伸び率を考慮することが理想的である．一方，
意識や考え方を問う項目ではインターベンションの前
後で評価者本人の評価軸が変わるということがしばし
ば起きる（本来，何かを経験することで，もともと持っ
ていた能力が下がることは考えにくい．しかし，実際
にFSプログラム参加者の中には事後の評価を低く回
答している事例があった）．今回SAPプログラムとグ
ローバルゼミについては時間の制約と軸のブレを防ぐ
という視点から事後に事前と事後について評価しても
らうという方法をとった．これは恣意性を作ってし
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まった可能性があるかもしれない．今回は伸び率につ
いては言及していないが，伸び率を見る際には，どの
ようにデータ収集を行うべきか再度検討したい．
また，途上国の短期留学プログラムと先進国の短期
留学プログラムにおける参加者のグローバルコンピテ
ンシーや行動及び価値観・考え方などの比較を行う上
で，本来できるだけ類似した母集団を対象にすること
が望ましい．しかし，東北大学においてFSプログラ
ムと同様に途上国で国際課題と向き合うような短期留
学プログラムの提供は現状では非常に限られており，
データ収集が難しかったため国際協力機構のFSプロ
グラムを比較対象とした．次回以降のデータ収集の際
により類似した比較対象において同様の研究を行える
か，可能性を検討したい．
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注
1 ）「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための
2030アジェンダ」（SDGs）はミレニアム開発目標
（MDGs）の後継として，2015年に採択された，貧困
に終止符を打ち，誰も置き去りにしないための，今
後15年間の繁栄と福祉の共有を促進するための出発
点となる目標と行動計画であり，193の国連加盟国が
合意している．具体的には，貧困・飢餓，保健，教育，
社会保障，雇用，不平等やインフラ，エネルギー，
消費，生物多様性，海洋，産業化生態系などを含む
17の目標と169のターゲットから構成されている（国
連広報センター N.D.）．17の目標の 4番目が教育（質
の高い教育の確保）に関する目標となっており，こ
れは更に 7つに細分化されている．その 7番目の目
標（＝SDG4.7）が「2030年までに，持続可能な開発
のための教育及び持続可能なライフスタイル，人権，
男女の平等，平和及び非暴力的文化の推進，グロー
バル・シチズンシップ，文化多様性と文化の持続可
能な開発への貢献の理解の教育を通して，全ての学
習者が，持続可能な開発を促進するために必要な知
識及び技能を習得できるようにする」（訳　外務省 
2015）であり，グローバル市民教育を含んだ内容に
なっている．
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